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r三田学会雑誌」85卷 3 号 （1992年10月）

公共事業における自発的貢献

岡 崎 哲 郎 *

1. 序

本稿では，公共事業において利己的な個人がどのように意見の一致に至るかを考察する。 ここで 

公共事業として次の状況が考えられている。⑴各個人共通の利益が存在する。⑵各個人は共通の利 

益の実現に必要な費用を負担しなければならない。公共事業のこの二つの特徴を表現するために， 

公共財の存在を仮定して本稿での分析はなされる。

公共事業では，公共財の水準と公共財生産のための各個人の費用負担を決定しなければならない。 

前者は共通の利益または公共事業からの便益の水準の決定，後者は公共事業における各個人の貢献 

の水準の決定に当たる。

このような問題は，インプリメンテイション及び誘因両立性の問題として従来研究がなされてき 

た。その研究では，望ましいとされる結果を実現させる機構の設計が試みられている。ただしそこ 

では，例えば政府の様な機構の設計者の存在が仮定されている。加えて機構における規則は複雑な 

ものとなっている。そのため規則の持つ意味の解釈は容易ではない。

このような試みと異なり，公共財の自発的貢献についての研究も見られる。その研究においてい 

くつかの興味深I 、帰結が得られているが，自発的貢献モデルにおいては，一般に結果が効率的なも 

のにはならない。通常は，効率的な供給量に比べて公共財が過小供給されてしまう。このことから， 

自発的貢献モデルには効率性の観点からの問題点があると言えよう。

本稿では，意見の一致に至るために戦略的な交渉を各個人が行うと考える。交渉を通じて，各個 

人は自発的に自らの貢献の水準を決定する。そして本稿での交渉では，自発的貢献モデルにおける 

問題点が克服されることが示される。つまり，交渉の結果はパレート効率的なものとなる。

機構設計者が存在しない時にもし人々が共通の利益の実現を望むならば，かつ各個人が対等な立

* 本稿は慶應義塾経済学会コンファレンスおよび1992年度理論•計量経済学会大会において報告された。 

その際特に今井晴雄，岡田章，長名寛明，金子守，西條辰義，中村慎助の諸先生，畳谷整克氏から有 

益な助言を頂いた。記して謝意を表すとともに，それらを十分に活かせなかったことをお詫びしたい。
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場にあるならば，各個人は共通の利益実現に向けて話し合いを行うであろう。本稿の分析は，この 

ような状況が重要なものとして多く存在すると考えられる， という問題意識を反映している（例え 

ぱ貿易問題についての二国間交渉などでは，二つの国は対等な立場にあると考えるのが一般に妥当するであろ 

う）。機構設計者の存在は必ずしも仮定されていないので，インプリメンテイシ3 ン及び誘因両立 

性の問題は生じない。言い換えるならば， もし機構設計者が存在したとしても，彼は機構を設計す 

る必要はなく，ただ交渉の場を設定すればよいことになる。

本稿での交渉では，公共財の水準と自らの貢献の水準を各個人が提案する。 もし彼らの提案が実 

現可能なものであるならば，交渉は終了し，その提案が実現される0 もし彼らの提案が実現可能な 

ものでないならば，彼らは自分の提案を調節して行く。 この交渉手続きはRubinstein (1982)によ 

って分析された交渉ゲームの応用になっている。今までにも多くのR ubinsteinの交渉ゲームの応 

用が研究されてきている。ただし本稿のものと他のものとでは重要な違いが存在している。本稿の 

モデルでは全体の利益の水準が内生的に決定されるのに対して，他のモデルではそれが外生的に決 

定されている。

Admati and Perry (1991)も提案の調節を伴った交渉ゲームを分析している。彼らの交渉ゲー 

ムと本稿のそれとは主に次のニ点において異なっている。一 3̂ 目の違いは既に述べられたものであ 

り，ここでも重要な相違点であるが，彼らの交渉ゲームでは全体の利益の水準が外生的に決定され 

るのに対して，本稿の交渉ゲームではそれが内生的に決定されている。二つ目の違いは，彼らの交 

渉 ゲームでは個人が全て同じであると仮定されているのに対して，本稿の交渉ゲームではそのよう 

な仮定は置かれていない。

全体の利益の水準の内生的決定は，その結果の効率性の観点からの分析を意味有るものにする。 

例 え ば Rubinsteinの交渉ゲームでは， どのような結果に終わってもその結果はパレート効率的で 

ある。 しかし全体の利益の水準が内生的に決定される場合には，全体の利益が適切な水準に決まら 

ないと，その結果はパレート効率的にならない。また全体の利益が公共財の水準によって表現され 

る場合，もし各個人の公共財に対する評価が同じであるならば，公共財の水準が各個人にとって最 

も望ましい水準に決定される可能性が高いが，各個人の評価が異なる場合には，そのようなことは 

必ずしも期待できないであろう。本稿の考察では，各個人の評価が異なる場合にも，公共財の水準 

が全体にとって最も望ましい水準に決定されることが示される。

本稿の構成は以下の通りである。 2 節においてモデルの説明がなされる。 3 節で公共事業におけ 

る交渉ゲームの手続きが記述される。 この交渉ゲームの結果についての分析が4 節でなされる。 5 

節では交渉ゲームの結果が効率的なものであることが示される。最後に 6 節で結論が要約される。

2. モ デ ル

, 一つの公共財と  一 "^の私的財が存在する状況を考える。 ここで公共財の存在が公共事業を表現す
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る。個人は二人存在すると仮定する。各個人 / は以下の形の効用関数を持っている。

UiCX, y d ^ U i i X ^ + V i  ( 1 )

ここでX は公共財の水準，仏は個人丨• の消費する私的財の水準をそれぞれ表す。各個人 f は私的 

財の形で初期保有を持ち， この水準をOiiで表す。

x の公共財を生産するのに必要な費用をa x ) で表現する。 た だ し a x ) は私的財で測られて 

いるとする。

ここで次の仮定を置く。

仮定 1

各纟について， は単調増加，連続微分可能，厳密な凹関数であり，％(0) =  0 である。 

(a. 2) 各 i について叫> 0 である。

Ca. 3) C ( X ) は単調増加，連続微分可能，凸関数であり，C ( 0 ) = 0 である。

3. 交 渉

公共財の水準X とこの^ :の生産に必要な各個人の費用負担について，いかに意見の一致がなされ 

るかが問題となる。そこで各個人がこれらの決定について戦略的な交渉を行うとする。

交渉として R ubinstein ( 1 9 8 2 )で分析された交渉ゲームの応用が取り上げられる。本稿の交渉で 

は，まず第一時点に個人1 が自分の提案を行う。次に第二時点に個人2 が自分の提案を行う。もし 

ここでこれらの提案が実行可能なものであれば交渉は終了する（以下に述べる規則の2 番目がこのこと 

を意味する）。 もし実行可能なものでなければ，交渉は第三時点に持ち越される。それ以降の交渉に 

おいては，各個人は自分の提案を調整していくとする（規則の3 番目が提案の調整を意味する）。

交渉の規則を以下に正確に記述する。

1 . 第 ，時 点 に ん = 1，2 , . . . )個 人 1 が提案（Z L d ) を行う。 第 ?/時 点 に ^y = 2k, k=l, 

2, . . . ) 個人 2 が提案 a a ,  c D を行う。 こ こ で は 個 人 i の第 t 時点での公共財の水準につ 

いての提案，d は彼の自ら負担する費用についての提案を表す。

2 . 第 t 時点にズ丨—ニ ズ 丨 と +  が成立するなら，交渉は終了し，公共財の水準 

x li と各個人の費用負担（d ' c D が実行される。

3 . 第 t 時 点 に と d - i + d f a x 〗.）が成立するなら，個 人 i の 第 《+ 1 時点での提案 

と d +1> d _1を満たさなければならない。

注 （1 ) ここでは，もし“ べ+ パン匸( 幻 ）なら，余分な費用負担額は捨てられる，もしくは第三者のものと 

なる，と考えられている。例えば，（1 ) の場合には， M ^cjsCC^ ) となるま 

で提案の調整を続ける，（2 )  c l ^ + c ^ C Q X D の場合各個人の費用負担はO iC C fj)，« 2C (X j))  
となる（ここでq - d - V C c n c j ) ) ，といった別の規則も考えられる。これらの規則を想定しても， 

均衡の結果は変化しない。
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各個人 i は 0 < ぁ< 1 を満足する割引因子d iを持つとする。 もし第纟時点に交渉が公共財の水準 

Z と費用負担C cu a)で終了したなら，個 人 i の効用は 5丨 叫 一 ひ ）となる。

4. 均 衡

前節で述べられた交渉ゲームにおけるN ash均衡の結果の集合は非常に大きなものになる。実際，

あらゆる個人合理的な結果がその集合に含まれる。そこで以下の議論では， N ash均衡の代わりに

部分ゲ一ム完全均衡の概念を採用する。そして以下で定義される（X *，石c r ) ，c ( z ) ~ 石（X *))が
( 3 )

唯一の部分ゲーム完全均衡の結果であることが示される。

c r ，石o r ) , c o o —石o r ) ) を記述するために，以下の方程式を定義する。 まず任意のズ > o 」 

に対して次の方程式を考える。

M i(JO  +  a>i — (C(_X") —C2) =  5i(M i(_Y) +  eoi—Ci) ( 2  )

M2CX) +  <W2— (C C X ) —Ci) =  52(M 2(X ) +  <W2 —C2)  C 3 )

この方程式の解を（石（Z ) ，f 2o n ) で表す。簡単な計算により

~ (■ V N ( 1 —5 2 ) C ( X )  +  52(1 — +  — ( 1 —(52) ( % ( ^ )  +  «02) f  A 、

C 1 - 5 i 5 2 ⑷

と 

CiCX')~~ (1一 谷 占 i ( l~ さ2)C鉍2C D + 出 占 ( 「ヽ
1 —5l^2

が確かめられる。ここで VtOOsUiCX’ coi-eiC X ))とする。X ，を次の様に定める。

X * =  argm ax F i (X )  r 6 )
ね 0

P/i ( D  =  (Mi(JY')+fi0i +  M2(^O + ⑴2 —C (ズ））（1 —«5 プ) / ( l  —5i5i) となることが  Vi(^T) の定義より確 

かめられる U丰 i \ ここで仮定の G z _ l )と G z .3 )よ り が 得 ら れ ，J T が適切に定 

義されることが分かる。ま た （6 ) 式での最大化問題の一階の条件は

duんX ，)丄  du2iXn dCXX*)
dX  dX dX -0  ( 7 )

注 （2 ) 効用をどのように■割り引くかについては他の考え方も有り得る。例えばが-1M iCJO+on—が- 1C iと 
いった形も考えられる。ここでは交渉の結果である公共財と費用負担から得られる効用のみが割り弓f 
かれている。このように定式化しても議論の本質は変化しない（脚注（3 ) 参照）。

( 3 ) 脚注（2 ) における前提の下では，（2 ) ,  ( 3 ) 式は

—(C (-Y )—C2) =  5i«iCJ^)+<Ui—dtCi 
“2(ズ）+ 切2_  CCQX^) —  Cl) = 3 2« 2(尤）+  <^2 —  5^C2

と変わり，etCX) は

_ ( ，つ = Ci—— c ( jy ) + ^ j ( i —g t)M f(x)—(1—dj^ujC xy  
1—did2

となる。X * の値は本論のものと同じである。

 118 (A70)----------



となる。 これよりズ * は割引因子から独立である。加 え て a r g m a x F i C ^ O s a r g m a x l ^ d ) とな 

っている。

ここで以下の仮定を置く。

仮定 2

(« . 4 )  ^ * > 0

Ca. 5) 各 i について叫〉C ( Z * ) - e X X ，）が成立する G•句 •）

も し （仏 4 ) が満たされないなら，均衡の結果において公共財は生産されない。 またもし（《. 5 )  

を仮定しなければ，個 人 *•は費用 C ( X * ) —ら( ^ ) を負担できなくなるかもしれない。

公共事業から得られる便益に対する評価が大きければ，X * > 0 が成立する。その時， Vi(0)=O  

より C ( f ) ) ( l  — <?2) / ( 1 —^ ^ > 0  となる。加えて，各個

人の初期保有が大きければU . 5 ) も満たされる。 ここで c o r ) - ゐc r ) + なc x o = ( c c r ) - m  

(■X""1) —出1_  U 2 ( x * )— ⑴2 )(3 i +  §2_ dl§2_ 1 )/(1 _ did 2 ) か成立することか確かめられる。 0 く 5 i < l よ 

り，（5i +  32—d'd2_ 1 )/(1 —5 i5 2 )< 0となる。 これらより， も し （fl. 4 ) と （fl. 5) か満たされるな 

ら， c c r ) > ゐc r ) + f 2 c r ) となり，叫> な( : r ) が 各 / について成立することが分かる。

定理 1 仮 定 1 と2 の下で，（兄 仏 ぶ ニ ^ ^ 缸 ^ びズり一ゐ^^乃が唯ーの部分ゲーム完全 

均衡の結果となる。

証 明 まず次の補題をA dm ati and P e rry  ( 1 9 9 1 )に見られる証明に従って証明する。

補題 1 個 人 1 が第 1 時点に提案（Z ，c { ) を行ったとする。 もし交渉がこのズとある（d ，c2) で終 

わり，叫> C (ズ）一び ズ ）が 各 i について成立するなら，c2> C Q O —& (ズ）である。

証 明 交渉がZ で終了する場合を考えることより，各個人は毎時点公共財の水準としてX を提案す 

ると仮定する。

c l を， もし個人 1 が 第 1 時点に（Z ，c O を提案したなら，任意の部分ゲーム完全均衡において， 

個人 2 が第 2 時点に（兄 （：( ズ）一c { ) を提案する， という値とする。c l をその様な c丨の下限とする0 

c2> C O ：) —石C O を示すために，c I > c i ( Z ) と仮定する（もし cTSも( X ) なら，均衡の結果において 

個人 1 はら（；0 以上の費用負担を行わない。よってC2>C(：X ) —^ ( X ) が成立する）。

すると，任意の正の実数 £ に対して次のようなq が存在する。つまり cl 一 とる（ズ）くら

を満足し，かつある部分ゲーム完全均衡が存在し，その均衡のもとでは，個 人 1 が 第 1 時点に（ズ， 

c O を提案した場合，個人 2 は第 2 時点に c22< C ( X ) —q を満たす提案を行う。

この部分ゲーム完全均衡と個人1 の 第 1 時点での提案（I ，g ) 以降の部分ゲームを考える。この
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部分ゲームでの均衡経路上では，個人 2 は第 2 時点に c l< C ( X ) - c iを満たす提案を行う。

( ケース1 ) 均衡の経路上において，個 人 1 が第 3 時点に d=CC^T) —c iを満たす提案を行わな 

いとする。 cT く Q + e より，もし個人1 が第 3 時点に（Z ，q + s ) を提案したなら，個人 2 は第 4 時 

点 に C ( Z ) - ( c i  +  e )を満たす提案を行う。 もし e が十分に小さければ，個 人 1 は第 4 時点に 

交渉が終了する様な提案（X ，3 ) を行う。 こ こ で く 包 + £ となる。 よって個人2 の割引後の効用 

は 5 iC % C Z )+ a > 2 -C C Z ) +  ci +  0 を越えない。 もし個人2 が 第 1 時点に c i = C (幻 一 o を満たす提 

案を行えば，彼の効用はが (％(ズ）+  % —C (JO  +  £ j ) となる。 もし e が十分に小さければ e < ( l — 

ポ が 成 立 す る 。 これよりが (％0 0 + 出2- 0 ：幻 + 0 ) > 5 ! ( « 2(；0 +叫  

- C C Z ) + c i + 0 が得られる。 しかしこれは個人2 の均衡経路上の第2 時点での行動と均衡の定義 

が矛盾する。

( ケース2 ) 均衡の経路上において，個 人 1 が第 3 時点に c ? = C (ズ）一c iを満たす提案を行うと 

する。個 人 1 がもし第3 時点に（兄 £l +  e )を提案したなら交渉は第4 時点に終了することより，次 

の 不 等 式 +  —包一e X W (M id )  +  (Wi —C d )  +  d ) が成立していなければならない。 こ

れより 52(M2(^0 +  a>2~~ci)SM2(^0 +  £W2_  +  —3i)(M l(^0 +  <Ul) —(1 —さ2)(な 2(^0 +  出2)

+  (1 —如）C ( D  —(1 —3i52)Q +  5i52e が得られる。 もし S が十分に小さければ，石（̂T〕< c i より，

み（1—5l)(Ml(ズ）+  tWl)-(1 —52)(M2(JO + ⑴ 2) +  (1 — 5 2 )C (^ ) — (1 — 5i52〕£1 +  3i52S<0 が成立する。 

よって <52(M2(Z )+ c u 2- c D < 的( JO  + ⑴2—C Q D  +  q となるが，これが矛盾を導き出す。 ■

同様にして次の補題も示すことができる。

補 題 2 個人 2 が第 2 時点に提案（X，d ) を行ったとする。 もし交渉がこの^:とある（Cl，C2) で終 

わり，( o ^ C O O —S i C X )が 各 i について成立するなら，Cl> c (ズ）一£2( X ) である。

この二つの補題を用いて以下のことが確認できる。

交渉が第 2 時点に Q C Cl，C2) で終了したと仮定する。 もし a ^ C O O - C iが任意の i について成 

立するなら， これらの補題より， Cl =  6 Q 0 となる。事実個人 1 は d > & ( Z ) を満たす提案は行わ 

な い （もしd > 6 〔AT)ならば，個人1 は c丨の代わりにc{— £(>れ（X ))を提案することによって，均衡の結 

果での自らの効用を高めることができる）0 加えてもし個人 1 が c丨< 石（Z ) を満たす提案を行ったなら 

ば，個人 2 は第 2 時点に d = 6 O 0 ( くC ( J O - c ! )を提案し交渉が第3 時点に終了する（ここでS!ひ2 

(X , C02- c 2 ( X ^ > d 2U2CX,(02- c C X )  + c l )が （3 ) 式より成立し，c! = e2Cズ）を提案することにより，個人2 の 

効用が高まることが分かる）。 この結果における個人1 の効 用は ，彼 が 第 1 時点に C丨 を提案 

した場合の効用より低いものとなる（（2 ) 式より，

が成立している）。

X *= arg m ax F iC X ) =  argm axF2(Ar) より，均衡の結果においては，個 人 1 が常に第 1 時点に 

(Z *, c iC Z *))を提案し， その後で個人2 が第 2 時点に Q T ，C G T )—6 C T ) ) を提案することが分

力、る。 ■
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5. 効 率 性

4 節で，部分ゲーム完全均衡の結果が唯一に定まることが示された。この節では，この均衡の結 

果を効率性の観点から分析する。

各個人 i の J T での限界代替率がd(X X *V  d X -  du&X*V dX  となることが（ 7 ) 式より

確かめられる。こ れ よ り 各 個 人 の 限 界 代 替 率 の 合 計 は と な る 。またこのd c c r ) / r f z  

は ；r での限界変形率に一致する。 これらより，交 渉 の 部 分 ゲ ー ム 完 全 均 衡 の 結 果 (义•)， 

C ( X * ) - ^ C X * ) )はパレート効率的であることが分かる。

( 4 )
定理 2 仮定 1 と2 の下で，部分ゲーム完全均衡の結果はパレート効率的である。

仮定2 が満たされなければ， である（X，c!，c2) で交渉が終了するかもしれない。その場 

合交渉の結果はパレート効率的とならない。もしある個人の初期保有が小さければU .5 ) が満た 

されない。これより，もし各個人の初期保有の差が大きければ，交渉の結果がパレート効率的には 

ならない可能性があると言えよう。

6. 結 論

本稿では公共事業における交渉ゲームが考察された。その帰結として，部分ゲーム完全均衡の結 

果は唯一であり，かつパレート効率的であることが示された。ここでの交渉において，各個人は自 

分の貢献を自発的に表明している。よってここでのゲームは，公共財の自発的貢献ゲームの一種で 

あると言えよう。一般に自発的貢献ゲームの結果はパレート効率的にはならない。この問題点はこ 

こでのゲームにおいて解決されている。ここでのゲームでは，各個人は自らの貢献の水準と同時に 

公共財の水準についての意見も表明している。公共財の水準は共通の利益であるが，各個人にとっ 

ての個人的な利益でもある。このことから，自分にとっての利益である公共財の水準についても自 

らの意見を表明することは，現実において十分観察され得ることだと考えられる。

Bagnoli and Lipman (1989)も自発的貢献を通じて公共財を供給するゲームを考え，その結果 

が効率的なものになることを示している。ただし彼らの議論では結果が無数個現れるため，実際に 

どの結果が実現されるかは分からない。またそこでは，一^^もしくはある一定の数の公共財の水準 

しか許されていない。もし公共財の水準が白由に決定されるなら，自発的貢献を通じての公共財の

注 （4 ) この結果は効用関数の形に依存している。もし効用関数が本稿のように擬凹関数でなければ，交渉 

の結果がパレ一ト効率的にならない場合が考えられる。ただしその場合にも，時間が交渉に与える影 

響が小さくなれば，つまり割引因子が1に近づけば，パレート効率的な結果に収束していくと考えら 

れる。
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供給を効率的なものにできるのか， という問題に対しての肯定的な結論は，今までのところ得られ 

ていない。本稿において，この問題に対して肯定的な結論を与えるようなゲームの存在が論証され 

ている。

Moore and Repullo (1988) や Jackson and Moulin ( 1 9 9 2 )においても，自発的貢献という論

点は見られないが，部分ゲーム完全均衡を用いて最適な公共財供給を実現する機構の設計が試みら 

れている。 このようなインプリメンテイションの議論とここでの議論は，以下の点で大きく異なっ 

ている。インプリメンテイションの議論では，まず最初に望ましいとされる結果が与えられている。 

そして政府等の機構設計者が，その結果を実現するような機構を設計する。一方本稿での議論では，. 

そのような望ましいとされる結果が前もって与えられてはいない。そのような結果を前提とせず各 

個人に交渉を行わせたならば， どのような結果が実現されるかが考察されている。そして望ましい 

と機構設計者が考える結果が与えられていなくても，各個人の自発的貢献を通じて効率的な結果が 

実現される。

ここでの考察では，各個人が交渉に参加していることが前提とされている。公共財は一般に非接民

除性を満たす財である。 このことから，交渉に参加せずにフリー• ライダ一となる個人が現れる力v

もしれない。 この問題については， Okazaki (1992b) において簡単なモデルを用いた分析がなさ

れている。そこでは，各個人が費用を負担するかしないかを決定するゲームが考えられている。そ

こでのゲームにおいては，費用負担を決定した個人の数が少ない場合，費用負担を宣言した人々が .

残りの個人を再募集することができる。 もし公共財のもたらす価値が高ければ，そのゲームの部分

ゲーム完全均衡の結果において必ず公共財が供給される，つまり十分な数の個人が費用負担に応じ

ることが論証されている。本稿では， もし各個人が費用負担に応じ，交渉を行うなら，パレート効
( 5 )

率的な結果が実現されることが示されている。
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